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ルテイン情報局 www.luteininfo.jp が 

リニューアルオープン！ 
－ 利用者の使いやすさを考え、ユニバーサルデザインを導入 － 

 
近頃、日本においても栄養素ルテインの効果が高い注目を集め、ルテインを使用したサ

プリメントや食品といった製品が続々と登場しています。このほど、ルテインと眼の健康に関

する最新情報をお伝えしているウェブサイト「ルテイン情報局 www.luteininfo.jp 」では、開

局から一周年を迎えるのを期に、2003 年 7 月よりリニューアルオープンしました。 
これまで、情報局では、眼の健康維持に優れた効果のあるカロテノイドとして知られるル

テインへの認識を高め、加齢黄斑変性（AMD）や白内障など眼病予防におけるその役割を

お伝えしてきましたが、ルテインに関する一般の認知度はまだ十分とはいえません。今後は、

より多くの人々にルテインついて知っていただけるよう、更に使いやすく、利用者にとって有

意な最新情報を提供。眼の健康をサポートしていきます。 
 
■ユニバーサルデザインを意識した構成 

今回のリニューアルではデザイン面を大幅に改訂。近年、“年齢や能力の違いに影響され

ることなく幅広い人々にとって使いやすいデザイン”――として多くの注目を集めている「ユ

ニバーサルデザイン」を最大限に反映しました。目に優しいグリーンとルテインの色である黄

色の組み合わせを採用し、これまで以上に、眼に優しく眼の健康維持に関心の高い方にも

使いやすく生まれ変わりました。 
 
■提供情報の強化 

ルテインについての基本的な説明や、加齢黄斑変性や白内障に対してルテインが果たす

役割についての説明を拡充。ルテインがなぜ現代人の眼の健康維持に必要とされるか――

など、より分かりやすい解説を付け加えました。今後はさらに、ルテインと眼の健康、また、

他の身体的健康への影響に関する最新の研究情報を、随時更新していく予定です。 
 
■各種資料への簡便なアクセス 

これまで、郵送でお届けしていた加齢黄斑変性や高齢者の自立問題に関する資料をダウ

ンロードできるようにリニューアル。利用者の利便性を考え、黄斑変性に関する情報が簡単

に入手できるよう簡便さを追求しました。 
 
ルテイン情報局は、FloraGLO®ルテインの製造元であるケミンフーズ L.C.の支援によって

運営されています。 



ルテインと「FloraGLO®」（フローラグロー）ルテインについて 
「ルテイン」とは、脂溶性抗酸化物質であるカロテノイドの一種で、ホウレンソウやケールなど緑色

葉菜に多く含まれる成分です。近年の研究により、人間の眼の黄斑部と水晶体に存在するカロテノイ

ドはルテインとその関連物質であるゼアキサンチンだけであることがわかり、ルテインは眼の働きに

重要な役割を果たす栄養素として大きな注目を集めています。 
ケミンフーズ社では、独自の特許製法を用いてこのルテインをマリーゴールド（tagetes erecta）か

ら抽出・精製することに成功。FloraGLO®ルテインとして製品化していますが、自然界に存在する天

然のルテインと同じ成分を抽出・精製したことで米国の独立した第三者機関によって高く評価され、

一般に安全とみなされる（GRAS）物質であると認められています。同社では、日本、米国、カナダ、

EU など世界 13 カ国・地域で製法特許を取得しており、すでに 120 種類以上のビタミン剤やサプリメ

ントといった栄養補助食品、食品、パーソナルケア商品などに FloraGLO®ルテインが利用されていま

す。 
 
ルテインに関する詳細は、「ルテイン情報局」日本語版ウェブサイト http://www.luteininfo.jp をご参照

ください。 
 
ケミンフーズ社（Kemin Foods, L.C.）について  

米国アイオワ州デモインに本社を置くケミンフーズ社は、世界 60 カ国以上で事業を展開している

ケミングループの一員として、食品や補助食品、パーソナルケア向け天然成分の製造販売を手がけ

るグローバル企業です。同社では、アジア地域における拠点として 2000 年にケミン・ジャパン㈱を設

立。国内における販売パートナーである㈱光洋商会とともに、FloraGLO®ルテインの普及活動に取り

組んでいます。 
 
「FloraGLO®」ルテインとケミンフーズ社に関する詳細は、http://www.keminfoods.com（英語）をご参

照ください。 
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